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● 屋外環境整備事業　その８

駐車装置を自走式駐車場に建て替える
　横浜市港北ニュータウンの１０棟、４３８戸の団地管理

組合より駐車場について相談を受けた。

　当初、団地には屋外機械式駐車場が２ヶ所、人工地

盤下の自走式駐車場が２ヶ所あり、合計３５４台（保有率

８０．８％）であった。

　２００５年当時、９０％の住戸が車を保有し、駐車場に

入れない車は約９０台で、団地内通路は違反駐車が溢れ

ていた。

　屋外の機械式駐車装置を更新する計画と、これを自走

式駐車場に建替える場合で駐車台数の増設可能性や概算

工事費について意見交換し、屋外機械式駐車装置（９８基

２１０台）の土地を自走式駐車場に建替える方向で業務を

受託した。

　建替える目標駐車台数は一住戸に１台とし、団地内駐

車場の総計を４３８台、建替える自走式駐車場の収容台

数を３３６台とすることとした。

　自走式立体駐車場には「認定工法」があり、実施設計や

確認申請と施工は認定工法の施工会社が行うこととし、

私達の業務は基本設計と施工会社選定の補助を行うこと

とした。

　業務は「一団地認定の変更申請」「日影規制に係る許可

申請」「緑地保存等に関する協定の内容変更手続き」「地耐

力調査」「高低・平面測量調査」「雨水排水管底調査」「テレ

ビ電波障害調査」なども含み多岐にわたる。

　敷地は第２種中高層住居専用地域で、計画する立体駐

車場は、地上２階建て以下とし、日影規制により建物高

さを低くする必要があった。

　収容台数を確保するために連続傾床形式を採用し、３

層４段型、地上２階・地下２階建てとした。

　建設予定地は、南側に公開空地、北側に横浜市との協

定緑地、西側は隣地境界、東側は構内通路に囲まれた南

傾斜地で、駐車用地を拡張し、北側の協定緑地を縮小す

る可能性を探った。

　管理組合は横浜市と保存緑地との境界の変更を求めて

交渉を重ね、駐車場建物を緑地側に拡張し、駐車場の北

西側進入路との間に緑地帯を設けた。

　２００４年に日影規制が導入され、その同意基準は「増

築等による日影が敷地外に生じない」事なので、隣地側

の建物を地上１階建てとした。

　敷地の南西角部に車両出入口を設け、そこから反時計

回りに傾斜を上り、西側（隣地側）は１階建てで傾斜する

ものとした。地上部は入口から二回り上り、入口上部を

上り止りとする形状とした。［写真］

　地下は二回り弱となり、地下工事が施工計画の最大の

課題となった。

　地下駐車場は消防法や建築基準法による排煙設備や機

械式消火設備の設置が義務付けられ、機械室や電気室が

必要となり、多額の費用を要する。

　この点で消防署と事前に協議を行い、建物の外周にド

ライエリアを設け、これに外壁面を充分に開放したつく

りとする事で、排煙設備の免除と機械式消火設備に代わ

る移動式粉末消火器の設置のみで建築出来るようにし

た。

　横浜市建築条例では外周に設けるドライエリアと平均

地盤面の取り方が細かく規定され、日影規制から、平均

地盤面を少しでも高く設定出来るよう、法解釈を含めて

技術的な検討を行った。

　建築基準法第８６条「総合的設計による一団地の建築物

の取扱い」認定により一つの敷地に２以上の建物を建設

できる。この団地を開発する際に一団地認定申請を行っ

ており、当初の一団地認定を基礎とした変更申請が必要

であった。

　基本設計は建設時の配置図を洗い直し、変更手続きの

流れを把握する事から始め、１年の期間を要した。

　この基本設計を基に認定工法の施工会社の選定を補助

する作業に入った。
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南西角部に出入り口を設け、反時計回りに傾斜を登り、東側（隣地側）
は１階建てとし、南側の進入路との間に緑地を設けた。


